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（村岡敬一 外務省大臣官房 

ODA評価室長による開会の挨拶） 

（ヴ・ソン・ハ 健康と人口創造イニシアチブ 

センター（CCIHP）副所長 （発表-2）) 

（ニッキ・アン・コンサイナ・バーミュデズ  

フィリピン国家経済開発庁  

モニタリング・評価局員 

経済開発シニアスペシャリスト（発表-3）） 

（レヌーカ・デヴィ・ロガラジャン 

マレーシア首相府経済企画院 

上級アシスタントディレクター（コメンテーター）） 

（湊直信 議長） 
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（ヌアン・タン・ホン ベトナム計画投資省投資

管理審査部次長 （発表-5）） 

（トラン・マイ・アン JICAベトナム事務所  

シニアナショナルスタッフ （発表-6）） 

（西野恭子 国際協力機構評価部長 

（コメンテーター）) 

（村岡敬一 議長） 
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（タニタ・ニルタイ JICA タイ事務所  

ナショナルスタッフ （発表-7）） 

（鈴木 綾 東京大学准教授 （発表-8）） 

(ロメオ・サントス フィリピン大学ディリマン校 

教授 （コメンテーター）） 

（ラク・チャロエンシリ タイ工業省産業振興局

産業管理開発部サービスプロバイダー 

開発課長 （発表-9）） 

（エマヌエル・ヘメネス インパクト評価に関する

国際イニシアチブ（3ie）エグゼクティブ 

ディレクター（コメンテーター）） 
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プログラム 

 

2016年 11月 23日(水) （メリアハノイホテル） 

（08：00 開場） 

08：25-08：35 
開会の辞 

08：40-10：10 

（1時間 30分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議題-1：共同学習と相互説明責任のための評価  

【発表-1】「持続可能な開発目標（SDGs）に向けた評価能力開発への支援」  

発表者：村岡敬一 外務省大臣官房 ODA評価室 室長 

【発表-2】「ベトナムの保健分野に対する日本の政府開発援助の評価」 

発表者：ヴ・ソン・ハ 健康と人口創造イニシアチブセンター（CCIHP） 

副所長 

【発表-3】「合同評価：フィリピン政府の継続的な評価アジェンダ実施への支援」  

発表者：ニッキ・アン・コンサイナ・バーミュデズ フィリピン国家経済開発庁  

モニタリング・評価局員，経済開発シニアスペシャリスト  

【議論】 

コメンテーター： レヌーカ・デヴィ・ロガラジャン マレーシア首相府 

経済企画院上級アシスタントディレクター 

10：10-10：30 コーヒーブレイク 

10：30-12：00 

（1時間 30分） 

 

 

 

 

 

 

 

議題-2： 評価システムと評価能力開発 

【発表-4】「効果的な評価とモニタリング体制のための評価能力開発」 

発表者：湊 直信 国際大学客員教授 アジア太平洋評価協会（APEA）

副会長  

【発表-5】「ベトナムにおける公共投資の監視と評価： 現行の規制と成果」 

発表者：ヌアン・タン・ホン ベトナム計画投資省投資管理審査部次長 

【発表-6】「事後評価例からの教訓と JICAベトナム事務所と企画投資省の合同評価

フレームワーク」 

発表者：トラン・マイ・アン JICAベトナム事務所 シニアナショナルスタッフ  

【議論】 

コメンテーター: 西野恭子 国際協力機構評価部部長  

12：00-13：30 昼食  

13：30-15：00 

（1時間 30分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議題-3： エビデンスに基づく政策立案へ向けてのインパクト評価 

【発表-7】「タイの中小企業振興支援における国際協力機構の協力方針，およびタイ

国地方レベルの統合中小企業支援普及プロジェクト(RISMEP)の概要」  

発表者：タニタ・ニルタイ JICA タイ事務所 ナショナルスタッフ 

【発表-8】「ビジネス開発サービスの効果的な提供は中小企業によりよい結果をもたら

しうるか？： タイにおけるネットワーキングプロジェクトからの論証」 

発表者：鈴木 綾 東京大学准教授 

【発表-9】「タイ中小企業振興支援政策に関するインパクト評価結果からの示唆」 

発表者：ラク・チャロエンシリ タイ工業省産業振興局産業管理開発部 

サービスプロバイダー開発課長 

【議論】 

コメンテーター： ロメオ・サントス フィリピン大学ディリマン校教授 

エマヌエル・ヘメネス インパクト評価に関する国際イニシ

アチブ（3ie）エグゼクティブディレクター 

15：00-15：30 コーヒーブレイク 

15：30-16：10 

（40分） 
閉会セッション （共同議長サマリー） 

17：30-19：30 懇親会 
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共同議長サマリー 

第 14回 ODA評価ワークショップ 

2016年 11月 23日，ベトナム 

 

2016 年 11 月 23 日にベトナムにおいて，日本国政府による第 14 回 ODA 評価ワークショップが

開催された。なお，今次ワークショップは，アジア太平洋評価協会(APEA)，ベトナム政府，国連，

その他の国際的に活動をしている評価団体と共催した国際会議の一環として行われた。 

 

1. 開会セッション 

外務省大臣官房 ODA評価室村岡敬一室長が開会の挨拶を行い，ワークショップ全参加者に対し感

謝の意を示した。 

 

2. 議題-1：共同学習と相互説明責任のための評価 

議題-1 において，共同学習と相互説明責任のための評価について，村岡敬一 ODA 評価室長，

健康と人口創造イニシアチブセンター（CCIHP）副所長ヴ・ソン・ハ博士，フィリピン国家経

済開発庁（NEDA）モニタリング・評価局員，経済開発シニアスペシャリストのニッキ・アン・

バミューデズ氏から発表が行われ，マレーシア首相府経済企画院上級アシスタントディレク

ター，レヌーカ・デヴィ・ロガラジャン氏がこれら発表に対するコメントを述べた。 

             

3. 議題-2： 評価システムと評価能力開発 

議題-2 では，評価システムと評価能力開発について，国際大学客員教授/APEA 副会長湊直信

氏，ベトナム計画投資省投資管理審査部次長ヌアン・タン・ホン氏，JICA ベトナム事務所シ

ニアナショナルスタッフのトラン・マイ・アン氏から発表が行われ，国際協力機構評価部長

西野恭子氏がこれら発表に対して，コメントを述べた。 

 

4. 議題-3： エビデンスに基づく政策立案へ向けてのインパクト評価 

議題-3 においては，エビデンスに基づく政策立案へ向けてのインパクト評価について，JICA

タイ事務所ナショナルスタッフのタニタ・ニルタイ氏，東京大学鈴木綾准教授，タイ産業省

産業振興局産業管理開発部サービスプロバイダー開発課長ラク・チャロエンシリ氏から発表

が行われ，フィリピン大学ディリマン校ロメオ・サントス教授ならびに，インパクト評価に

関する国際イニシアチブ（3ie）エグゼクティブディレクター，エマヌエル・ヘメネス氏がこ

の議論に関するコメントを述べた。 
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議論の主な論点は以下の通りであった。 

 

1) 評価の役割の重要性を認識し，持続可能な開発目標（SDGs）達成に向けての評価能力開発

が必要であること 

2) 日本の評価システムの枠組み，及びセクターレベル，プロジェクトレベルの評価事例につ

いて 

3) 合同評価が被援助国と援助国双方の学習(learning)と説明責任を促進すること 

4) 法制度を含む様々な側面と、評価能力開発を促進する方法論について 

5) 民間セクターにおける情報収集の方法，及び SDGsを測定するプロセスについて 

6) エビデンスに基づく政策立案のための評価の重要性 

7) タイにおける JICAの中小企業振興支援について 

8) インパクト評価の活用を通じた中小企業における効果測定の取り組みについて 

 

 

（了） 
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発表要旨 

（発表順） 

 

発表-1: 持続可能な開発目標（SDGs）に向けた評価能力開発への支援 

村岡 敬一 外務省大臣官房 ODA評価室 室長 

 

持続可能な開発のための 2030 アジェンダの中核は，貧困撲滅と持続可能な世界の実現を目指

す「持続可能な開発目標（SDGs）」である。この世界的アジェンダは今後 15 年間，同アジェンダ

実施にかかる体系的なフォローアップとレビューの必要性を謳っており，そのためには，国家に

よるデータ，及び国家主導の評価によってもたらされる正確かつエビデンスに基づく情報が必要

とされている。また同時に，途上国の能力開発支援強化が必要とされる。 

日本は 2001 年より政府機関，学識者，コンサルタント， NPO，その他様々な関係者と協力し

アジア大洋州諸国の評価能力開発を支援してきた。これらパートナー国の評価能力が向上するこ

とにより，開発の効果や相互説明責任を強めていくことが期待される。 

SDGs の新しい時代において，途上国政府自身による評価実施に向けて， 評価能力開発への需

要は高まっている。本発表では，日本の ODA 評価の範囲や実施体制のほか，パートナー国におけ

る評価能力開発の支援策として，ODA 評価ワークショップ，被援助国政府・機関等による評価，

合同評価の紹介を行った。 

 

発表-2: ベトナムの保健分野に対する日本の政府開発援助の評価 

ヴ・ソン・ハ 健康と人口創造イニシアチブセンター（CCIHP）副所長 

 

1992 年にベトナムでの政府開発援助（ODA）が開始されて以来，ベトナムにとって日本は最大

の援助国であり，ベトナムの保健分野では，早い時期から様々な地域でのプロジェクトが実施さ

れ，日本の政府開発援助による支援を受けてきた。本評価の目的は，「政策の妥当性」，「結果の有

効性」，「プロセスの適切性」の三つの観点からの日本の政府開発援助の評価を通じて，ベトナム

の保健分野における，将来的な日本の援助方針への有用な教訓や提言を得ることであった。 

本評価は 2013 年 10 月から 2014 年 3 月まで実施され，机上調査，様々なレベルの主要情報提

供者への半構造的インタビュー，プロジェクト視察，二次データの収集・分析を含め，様々な手

法が取り入れられた。 

本評価結果として，過去 10 年間のベトナムの保健分野における日本の支援は，ベトナムの保

健分野のニーズ，日本の政策及び戦略，そして保健医療提供に関する国際的課題とも高い整合性

があったこと，またミレニアム開発目標（MDGs）に沿う形で実施されていたことが確認された。

評価対象であったプロジェクトは，計画された成果を達成していた。また，日本の援助の実施プ

ロセスも包括的かつ明確であったと示された。 

評価の提言としては，（1）ベトナムの保健分野での日本の援助の継続，とりわけ人的資源開発，

保健システム管理，保健情報システム，保健医療サービスの質の向上への支援，（2）パートナー

間の参加型管理体制及びコミュニケーションの強化，（3）モニタリングと評価体制の改善，（4）

JICAと保健省によるプロジェクトの効果測定や，エビデンスに基づく公共投資計画を支援する費

用対効果の研究の実施の 4点が挙げられた。 
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発表-3: 合同評価：フィリピン政府の継続的な評価アジェンダ実施への支援 

ニッキ・アン・コンサイナ・バミューデズ フィリピン国家経済開発庁 モニタリング・評価局

員，経済開発シニアスペシャリスト 

 

日本国外務省（在フィリピン日本大使館）と，フィリピン政府（フィリピン国家経済開発庁

(NEDA)）との連携により，フィリピンの防災分野における日本の ODAに関する合同評価が実施さ

れた。本評価は，フィリピン政府が公共セクターにおける評価実施及び評価結果の活用を促進す

るというイニシアチブを開始する時宜にかなったものであった。 

本合同評価では，フィリピンの防災分野における日本の ODAを，（i）政策の妥当性，（ii）結

果の有効性，（iii）プロセスの適切性の３つ観点から評価を行った。結果として，それぞれ前述

の 3つの観点において，妥当性，有効性，適切性が高かった点が確認された。 

また，合同評価の実施は，政策レベルや評価プロセスの評価の実施および管理を行うという点

において， NEDAにおける個人および組織的な学びの機会となった。とりわけ，NEDAにとっては，

フィリピン政府がすすめる評価アジェンダをさらに推進する役割を果たすうえで，本評価実施で

得られた経験は有益であったといえる。 

 

発表-4: 効果的な評価とモニタリング体制のための評価能力開発 

湊 直信 国際大学客員教授 アジア太平洋評価協会（APEA）副会長 

 

SDGsの達成のためには，政策およびプロジェクトにおいて評価とモニタリングシステムを導入

し，それらの結果の効果的な活用が必要である。評価システムには，評価に関する目標，目的，

時期と期間，手法，評価者，評価チーム，経費，報告などが含まれる。評価・モニタリング体制

を十分有用かつ効果的に使用するためには，評価能力開発が必要である。評価能力開発には，需

要とインセンティブ，制度，組織，信頼性のある情報，独立性と中立性，人的資源，倫理などの

観点が関係する。 

評価能力開発は，ゆっくりではあるが，各国で毎年着実に進められてきた。評価の活用は多く

の観点において大きな効果がある。その結果，政策とプロジェクトが改善し，ひいては公共サー

ビスも改善すると考えられ，その変化は SDGs達成に貢献すると思われる。 

 

発表-5: ベトナムにおける公共投資の監視と評価： 現行の規制と成果 

ヌアン・タン・ホン ベトナム計画投資省 投資管理審査部次長 

 

公共投資管理プロセスにおける監視と評価の重要性が再検討されたことにより，ベトナム政府

は公共投資の監視と評価に関する法的な枠組みの統合を目指し努力してきた。2014年の公共投資

法，投資法，建設法の発効に伴い，公共投資の監視と評価に関する新しい法令が発布された（2015

年 9 月 30 日「公共投資監視および評価に関する政府議定（84/2015/ND-CP）」など）。これらの法

的枠組の改正により，近年は公共投資の監視と評価の実際の成果は一層高められたが，現在でも

更なる改善の余地があるといえる。  

本発表ではベトナム公共投資の監視と評価に関する枠組みを経年的に簡単に説明し，上記の法

令の基本的な内容も紹介しつつ， 実際の公共投資の監視と評価の状況についての検討を行い。ま



6 

 

た，ベトナムの公共投資の監視および評価体制の改善について，提言を行う。  

 

発表-6: 事後評価例からの教訓と JICAベトナム事務所と企画投資省の合同評価フレームワーク 

トラン・マイ・アン JICA ベトナム事務所 シニアナショナルスタッフ 

 

本発表は，（1）ベトナムにおけるプロジェクトの持続可能性に関する複数の評価結果の共有お

よび想定される理由の特定，（2）ODAプロジェクトの効果，インパクト，持続可能性を強化する

という観点から JICAとベトナム側との合同評価枠組みの紹介を行うものである。 

 

発表-7: タイの中小企業振興支援における国際協力機構の協力方針，およびタイ国地方レベルの

統合中小企業支援普及プロジェクト(RISMEP)の概要 

タニタ・ニルタイ JICAタイ事務所 ナショナルスタッフ 

 

日本政府からタイ政府への経済開発協力における優先課題の一つは，タイの競争力強化のため

の基盤構築による「戦略的パートナーシップに基づく相互利益と地域開発への貢献の促進」であ

る。特に，タイには 5,000社を超える日本企業が営業していると報告されており，またタイにお

ける国内企業の 99%が中小企業であることから，タイ中小企業の発展は日本，タイ双方の上位優

先課題の一つであることがわかる。 

しかしながら，タイでは中小企業向けの公共および民間のサービスが分散しており，地方の中

小企業は適切なサービスへのアクセスの機会が限られている。かかる状況下，タイ政府からの要

請により，JICAは技術協力プロジェクトとして，「地方レベルの統合中小企業支援普及プロジェ

クト（RISMEP）」の実施を決定した。 

RISMEP（地方レベルの統合中小企業支援）は，工業省産業振興局の地方支部である産業振興セ

ンター（IPC）を中心に構成された中小企業支援ネットワークを介して，サービスを効果的に提供

するメカニズムである。同プロジェクトでは，このメカニズムを通じて，中小企業と中小企業支

援ネットワークをマッチングさせ，ワンストップのコンサルティングサービスが提供された。  

RISMEPは，2009年-2011年に実施された開発調査にてその効果が実証され，2013年から 2016

年にかけて実施された前述の技術協力プロジェクトにおいて，４県で導入された。RISMEPの普及

のため JICA専門家チームが各県に派遣され，多くのワークショップを開催した。同プロジェクト

には，公的機関だけでなく，銀行などの民間企業も参加し，ワンストップかつ中小企業が利用し

やすい支援システムが支援対象地域に構築され，35以上の成功事例が確認された。JICA研究所が，

2015年 11月から 2016年 2月にかけて実施された，ネットワーク化がもたらす効果についての調

査研究（「ネットワーキングはビジネス開発サービス（BDS）プロバイダー/サービスプロバイダー

と中小企業へのよりよい結果をもたらすか？」）の結果からは，サービスプロバイダーの 70-90%

が RISMEPの効果を実感したことが判明した。この結果をうけ，タイ政府は RISMEPを公式な政策

に組み込み，タイ全土での導入を決定した。 
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発表-8: ビジネス開発サービスの効果的な提供は中小企業によりよい結果をもたらしうるか？： 

タイにおけるネットワーキングプロジェクトからの論証 

鈴木 綾 東京大学准教授 

中小企業向けのビジネス開発サービス(BDS）のインパクト評価に関する文献では，一貫してそ

の有効性が認められているものの，その利用率は未だ極めて低い。その理由として，BDSに関す

る情報の不足，信頼性の欠如，BDSへのアクセスが限定的であることなどがあげられる。しかし

ながら，既存の文献の多くは需要側（サービス利用者）の参加のインパクトに注目しており，供

給側（BDSプロバイダー）についての実証的論証はいまだに限られている。 

本発表では，BDSプロバイダーの制約に着目し，JICAの協力のもと行われたタイ政府のプロジ

ェクトを事例としてとりあげる。同プロジェクトでは，既存の BDS プロバイダー間に中小企業支

援ネットワークを構築し，中小企業への支援を効果的に行うことが目的とされた。中小企業と BDS

プロバイダーの一次データからは，中小企業と BDSプロバイダー間の交流が増え，それにより BDS

プロバイダー側ではサービスが改善し，中小企業側では,契約や認定製品が増え，収益の増加につ

ながるなどの成果が確認された。これらを総合すると，BDS プロバイダーのネットワーク化は，

BDS プロバイダーと中小企業双方の業績を向上させたことが明らかとなった。本研究における政

策的含意は，公共サービスを効果的に提供することにより，目に見える効果をもたらしうる，と

いう点である。 

 

発表-9: タイ中小企業振興政策に関するインパクト評価結果からの示唆 

ラク・チャロエンシリ タイ工業省 産業振興局 産業管理開発部 サービスプロバイダー開発

課長 

タイ政府は，JICAの支援のもと，2013年 5月から 2016年 5月にかけて，地方の中小企業への

サービス提供の体制強化を目的とした，「地方レベルの統合中小企業支援普及プロジェクト

（RISMEP）」を実施した。同プロジェクトでは，支援対象地域 4県において，団体や個人を含むプ

ラットフォームがつくられ，中小企業支援ネットワークが形成された。その結果，ネットワーク

内の BDSの普及，中小企業の顧客からプラットフォームへの問い合わせが増加するなどの成果が

得られた。また，プラットフォームがつくられたことにより，中小企業は適切な BDSへのアクセ

スをより容易に行えるようになった。同プロジェクトはまた，人的資源の能力開発にも貢献した。

具体的には，タイ側のカウンターパートスタッフの中小企業向け BDSに関する知識，およびスキ

ルを向上させ，彼らの能力を高めた。 

2015 年後半，JICA はこのプロジェクトのインパクト評価を実施した結果，本案件の利害関係

者である中小企業，ビジネスコンサルタントを含む BDS プロバイダーにおける効果を確認した。

その結果，タイ工業省産業振興局は，さらに７つの県でのプロジェクトの実施を決定し，さらに，

タイ工業省事務次官は，2021 年までに RISMEP モデルをタイ全土に広げる政策を発表した。事務

次官の政策には，既存の相談窓口を中小企業支援ネットワークに統合し，総合相談窓口(Business 

Service Center)としての刷新や，財務問題を抱える中小企業のための，76 の地域産業事務所に

より運営される中小企業救済センターの設立，タイ工業省のサービス，およびその中心となる戦

略的連携サービスを公共に広める目的でのタイ工業省主催のイベント「オープンハウス」の実施

など，様々な支援施策が含まれた。結論として，効果的なサービスの基盤の確立を目的とした，

関連組織の密な連携は，工業省の政策の根幹であるといえる。 
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